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第１　監査の対象

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき、市が平成２５年度に財政援助を行った団体

のうち、下記団体における財政援助（利用料金減免事業補助金）の出納、その他の事務の執

行について対象とした。

第２　監査の範囲

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までに執行された事業の会計処理等に関する

事務及び関連する事務事業の執行状況

第３　監査の期間

平成２６年５月１３日から平成２６年８月２５日まで

第４　監査の方法

監査にあたっては、所管課及び財政援助団体から事前に提出を求めた関係書類を審査し、

かつ、所管課の関係職員から状況を聴取のうえ実施した。

第５　監査の項目及び着眼点

　　１　所管課

　　（１）補助金の決定は法令に適合しているか。

　　（２）補助金の交付目的及び対象事業の内容は明確か。また公益上の必要性は十分であるか。

　　（３）補助金に関する条件の内容は明確であるか。

　　（４）補助金等の額の算定、交付方法、時期、手続きは適正であるか。

　　（５）補助金等の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書によりなされているか。

　　（７）補助金等の交付目的や効果等から判断して、統合、廃止等の見直しをする必要のある

　　　　ものはないか。

　　２　財政援助団体

　　（１）補助対象事業が、計画及び交付条件に従い事業実施がなされ、十分な効果があげられ

　　　　ているか。 また、補助金等が補助対象事業以外に流用されていないか。

　　（２）補助金等に係る収支の会計経理は適正に行われているか。

　　    　（円）
財政援助団体名 補助金名称

11,768,350
高梁市ケーブルテレビ

利用料金減免事業補助金

所管課

総　務　部
総　務　課

株式会社
吉備ケーブルテレビ

平成25年度補助金額
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第６　監査の結果及び意見

　株式会社吉備ケーブルテレビの財政援助（利用料金減免事業補助金）に係る同社の会計経

理、所管課での減免対象者の認定、補助金等の額の算定及び交付方法及び手続き等について

監査を実施した結果、財政援助に係る出納その他の事務の執行は、総じて適正に執行されて

いるものと認められたが、一部に検討・注意を要する事項が見受けられたので、それぞれ必

要な措置を講じ適正な処理に努められたい。

　今回の財政援助団体等監査において、全般的な意見等を総括的事項として、検討等を必要

とする点及び要望する点は個別事項として考察を加えたうえ、特記すべき事項について、次

のとおり、監査の意見として述べることとした。

　また、「２　個別事項について」に記述した指摘事項に対して、改善措置を講じた場合は、

地方自治法第１９９条第１２項の規定により、その旨を監査委員に通知されたい。

　なお、指摘事項については、次の区分によるものである。

　・「検討」（検討を要するもの)

　ア　事務の処理方法の統一など各部局間の調整等を要するもの

　イ　予算措置上又は制度上の不備等で検討を要するもの

　・「注意」（注意すべきもの)

　ア　事務処理の記載誤り、記載漏れなど軽易な誤りのもの

　イ　その他今後の事務処理に当たり、留意すべきもの

　１　総括的事項について

　本市におけるケーブルテレビ網は、合併前の旧市町の地域ごとで情報通信基盤ベースが異

なっていた状況を踏まえ、市が高梁西地区の整備を行うとともに、ケーブルテレビ運営事業

者の統一も図り、平成２２年４月からは市内全域で同一の情報提供サービスを受ける環境整

備がなされた。この整備されたケーブルテレビ網を活用し行政情報を提供するにあたり、市

内のテレビ加入者の負担を軽減し、行政情報を享受しやすい環境を整備するため、高梁市ケ

ーブルテレビ利用料金減免事業補助金交付要綱が制定され、基本月額利用料金の減免額の一

部に対し、予算の範囲内において補助金交付が行われている。

　ケーブルテレビ月額基本利料金の減免対象者は、利用料金減免事業補助金交付要綱第３条

に規定され、さらに同要綱第４条では、補助金の額は減免対象者に対して年度中に減免した

　 実績により算定することはもちろん、基本月額利用料金の未納がある場合、未納分について

対象としないことも規定されている。高梁市ケーブルテレビ利用料減免事業補助金実績報告

書を確認したところ、交付要綱第１３条に基づき減免対象者入金状況一覧表も提出され内容

審査がなされ、適正に処理されている。
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　また、株式会社吉備ケーブルテレビの平成２５年度（第４４期）事業報告によると、平成

２５年度末でのケーブルテレビ加入率は、高梁市が７５％と、高梁市新総合計画で掲げてい

る加入率７０％を達成しているうえ、吉備中央町、新見市と比べても高く、利用料金減免事

業補助の実施、利用料金の引き下げなどの効果が大きいと言える。　

　しかし、少子高齢化の進展などに伴い人口の減少が見込まれるなど、加入率の大きな伸び

が期待できないことが予想される中、今後ともケーブルテレビ事業者の経営基盤が安定し、

市民の誰もが整備された情報通信基盤の恩恵を受けられ、利用可能な料金で公平で均一なサ

ービスが享受できることを実現するため、今後一層ケーブルテレビ事業者とも連携され加入

者の増加が図られることを期待する。　

２　個別事項について

　（１）「検討」

　　ケーブルテレビ基本月額利料金の減免対象者は、利用料金減免事業補助金交付要綱第３

　条に規定されているが、その対象者の内、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）によ

　 　る援助が行われた援助区域内において、当該救助に係る災害により半壊、半焼または床上

　浸水以上の程度の被害を受けたことが減免対象と規定されているが、他の事例、日本放送

　協会放送受信料免除基準においては災害被災者について、免除期間を『当該救助の期間の

　初日の属する月およびその翌日の３か月とする』とされている。ケーブルテレビ利用者相

　 　互の料金負担に係る公平性確保の観点からも免除期間を設けることなどを検討されたい。

　（２）「注意」

　　ケーブルテレビ基本月額利用料金減免希望者は、利用料金減免事業補助交付要綱第５条

　で市長に「ケーブルテレビ利用料金減免対象者認定申請書」を提出し、市長はその申請を

　受け内容審査することとなっている。

　  提出されている申請書を確認したところ、減免申請書への記載事項において、ケーブル

　テレビ運営事業者に対して情報提供をすることの同意は記載されているが、交付要綱に基

　づく審査を市が行う際、個人情報を確認することに関して、申請時口頭にて同意を得てい

　るとされているものの書面による確認がなされていない。

　  行政がその保有する個人情報の確認等を行うことについて、申請書に記載するなどし、

　申請者の同意の意志が明確に確認できるよう対応されたい。
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第７　監査の概要

監査の概要は、以下のとおりである。

１　団体の概要

吉備中央町支局開局

平成14年9月 第一種電気通信事業開始（インターネット）

第一種電気通信事業

・電気設備工事及び電気通信設備工事の設計、施工、管理

・電気通信事業法の定める電気通信事業

平成20年3月

平成20年4月

 び販売

・チャンネルのリース及び放送時間の販売

・有線テレビジョン放送施設の設計、施工、並びに保守、運

新見支局開局

代 表 者 氏 名 代表取締役社長　藤　岡　　孝

高梁市落合町阿部１７６８番地の５本 社 の 所 在 地

法 人 の 沿 革

高梁市とのIRU契約締結

設立

高梁市からの出資を受け第３セクター化

高梁市西部地区ケーブルテレビ施設完成

事 業 内 容

平成22年4月

株式会社吉備ケーブルテレビ

平成12年11月

平成12年8月

有漢町（当時）、賀陽町（当時）からの出
資を受け第３セクター化

新見市、吉備中央町とのIRU契約締結

法 人 名

平成13年5月

・有線テレビジョン放送法による有線テレビジョン放送事業

・広報、行政情報番組等の放送番組、録音、録画物の制作及

・光ファイバー応用通信設備の設計、施工及びリース

・インターネットを利用した各種情報提供サービス業

 ラジオ放送業務

・放送番組、コマーシャルの企画、制作、販売

 営、管理

有線テレビジョン放送業務・有線ラジオ放送業務

・有線ラジオ放送業務の運用の規定に関する法律による有線
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２　事業の概要（株式会社吉備ケーブルテレビ「定款」より）

（１）有線テレビジョン放送法による有線テレビジョン放送事業、有線ラジオ放送

　　業務の運用の規制に関する法律による放送事業及び両事業に関連する情報提供

　　事業の経営及び運営受託

（２） 広報番組・行政情報番組等の放送番組、録音・録画物の制作及び販売

（３） 放送番組、コマーシャルの企画、制作、販売

（４） チャンネルのリース及び放送時間の販売

（５） 放送設備・機器及びその使用権のリース

（６） 放送番組の作成業務要員・編集業務要員の派遣

（７） 有線テレビジョン放送施設の設計、施工並びに保守、運営、管理

（８） 電気通信事業法に定める電気通信事業

（９） 電気設備工事及び電気通信設備工事の設計、施工、監理

（10） 光ファイバー応用通信設備の設計、施工及びリース

（11） 文化シンポジウムの企画、立案、運営

（12） 映画、音楽、美術、スポーツ、その他の文化事業の企画、制作、興業、販売

　　及び配給

（13） インターネットを利用した各種情報提供サービス業

（14） オンライン・オフラインによる情報の収集、提供

（15） 障害者及び高齢者の趣味活動、社会参加活動の援助

（16） 前記各号に付帯関連する一切の業務

３　役員等の状況

■　上記の取締役等数は株式会社吉備ケーブルテレビの『会社の概況（平成26年3月31日

　　現在）』による　

区　　　分

1

1

1 ２名以内

現員数

1

定款上の定数

取 締 役

監 査 役

  　 （単位：人）

代表取締役社長

専 務 取 締 役
取締役等

５名以内
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４　平成２５年度市町村別ケーブルテレビ加入世帯数(平成26年3月31日現在)

■　上記の世帯数等は株式会社吉備ケーブルテレビ調べの状況である。

５　補助金の交付状況等

（１）補助金の名称 高梁市ケーブルテレビ利用料金減免事業補助金

　　　　
　■「補助金」とは、地方公共団体が民間に対して交付される金銭的給付を言い、地方自治法

　　第２３２条の２「普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は

　　補助をすることができる。」という規定を根拠としている。

　　　また、補助金については、「高梁市補助金等交付規則」、「高梁市補助金等交付規則の

 　 規定による補助金等の名称等を定める規程」及び「高梁市ケーブルテレビ利用料金減免事

　　業補助金交付要綱（取扱内規）」が制定されている。

　　　なお、補助金交付にあたっては、　

　　　①ケーブルテレビ利用料金減免事業補助金交付申請書　　

　　　②高梁市ケーブルテレビ利用料金減免事業補助金実績報告書

　　の提出が規定されている。

（２）補助の目的

　ケーブルテレビを活用して行政情報を提供するにあたり、市内のケーブルテレビに加

入する者の負担を軽減し、行政情報を享受しやすい環境を整備するため、ケーブルテレ

ビ運営事業者が基本月額利用料金の減免を行った場合に、その減免額の一部に対し、予

算の範囲内において補助金を交付するもの。

（３）補助金交付状況等（補助金の交付申請、実績報告が行われている。）
　　

科目区分

確　　定

項目 年月日

平成26年3月28日

平成26年3月31日

平成26年3月31日

平成26年3月31日

申　　請

11,768,350円

当年度加入世帯数

当年度解約世帯数

当該年度末総加入世帯数

世帯数

加入率

11,768,350円

決　　定

報　　告

11,768,350円

4,460

　   （単位：人、％）

吉備中央町

2,891

99

42

2,948 9,016

66.1

12,208

73.9

交 付 申 請

交 付 決 定

実 績 報 告

確 定 通 知

金額

11,768,350円

75.0

前年度末加入世帯数

新見市

9,000

246

230

高梁市

10,465

159

197

10,427

13,910
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（４）減免対象者、減免額及び補助基準額

　次の減免対象者に係る基本月額利用料金をケーブルテレビ事業者が全額又は２分の１

　を減免した場合、その一部に対し予算の範囲内で補助金の交付を行う制度である。

　 　　ただし、７５歳以上の１人暮らし高齢者で市県民税非課税の措置を受けている者に対す

　る市の補助基準額は、基本月額利用料の４分の１であるが、ケーブルテレビ運営事業者が

　市と同率の補助を行い、対象者の減免額は基本月額利用料の２分の１となっている。

　障害者と判定された者

　3)精神保健及び精神障害者福祉に関する

　法律（昭和25年法律第123号）に規定する

　精神障害者保健福祉手帳を所持する精神

同左
基本月額利用

料の全額
　2)所得税法（昭和40年法律第33号）また

　は地方税法（昭和25年法律第226号）に

　規定する障害者のうち、児童相談所、

　知的障害者更正相談所、精神保健福祉セ

　ンターまたは精神保健指定医により知的

　る救助が行われた区域内において、当該

④次の各号に該当する障害者を構成員とす

　る世帯で、その構成員の全員が市県民税

⑤災害救助法（昭和22年法律第118号）によ

　救助に係る災害により半壊、半焼または

　床上浸水以上の程度の被害を受けた建物

　非課税の措置を受けている世帯

　1)身体障害者福祉法（昭和24年法律第283

　号）に規定する身体障害者手帳を所持す

　る身体障害者

　（平成6年法律第30号）に規定する支給

　給付を受けている者

減額額

①生活保護法（昭和25年法律第144号）に規

　障害者

　定する扶助者

②らい予防法の廃止に関する法律（平成8年

　法律第29号）に規定する援護者

③中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

　永住帰国後の自立の支援に関する法律

補助基準額減免対象者
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（５）平成２５年度補助金交付内訳減免対象者、減免額及び補助金交付対象額

（６）株式会社吉備ケーブルテレビにおける補助金収入状況

　平成２５年度分として交付された、高梁市ケーブルテレビ利用料金減免事業補助金は

営業外収入の内雑収入として処理されている。

基本月額
利用料の
２分の１

同左

基本月額
利用料の
４分の１

　を所持する者のうち、障害等級が１級で

　ある重度の精神障害者

⑦75歳以上の1人暮らし高齢者で市県民税非

　課税の措置を受けている者

　別障害者のうち、児童相談所、知的障害

　者更正相談所、精神保健福祉センターま

　たは精神保健指定医により重度の知的障

　害者と判定された者

　3)精神保健及び精神障害者福祉に関する

　法律に規定する精神障害者保健福祉手帳

減免対象者 減額額 補助基準額

⑥次の各号に該当する重度の障害者（全額

　免除該当者を除く）で、住民基本台帳法

　主である者

基本月額
利用料の
２分の１

　（昭和42年法律第81号）に規定する世帯

　1)身体障害者福祉法に規定する視覚又は

補助金交付対象額 9,114,600円 2,653,750円 11,768,350円

388人 742人354人

減 免 額 9,114,600円 5,174,400円 14,289,000円

減 免 対 象 者 人 数

全額免除 半額免除 合計

　聴覚障害による身体障害者手帳を所持す

　る者で、その障害等級が１級または２級

　である重度の身体障害者

　2)所得税法または地方税法に規定する特
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